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連結子会社の異動（持分法適用関連会社への異動）に関するお知らせ 

 

 

 当社は、本日開催の取締役会において、当社の連結子会社である FORMOSA SUMCO TECHNOLOGY 

CORPORATION（以下、「FST」）の当社グループ保有株式の一部を証券市場において売却することによ

り、FST を連結子会社から持分法適用関連会社へ異動させることを決議しましたので、お知らせい

たします。本異動の実施日は、当該株式売却が完了し FST が持分法適用関連会社に該当することと

なった時点となります。実施日が確定しましたら、速やかにお知らせいたします。 

 

１．異動の理由 

FST は現在、当社の連結子会社であり台湾での 300mm・200mm ウェーハの生産・販売の拠点とし

て重要な役割を担っております。一方で FST は上場会社であること、また台湾の Formosa Plastics 

Group（以下、「台プラ」）との合弁会社であり、当社と台プラが対等の立場で事業に関与している

会社であることから、資本関係の在り方を検討してまいりました。その結果、当社グループが保有

する FST 株式の一部を売却し議決権比率を下げることで、現在の連結子会社から持分法適用関連

会社に異動することといたしました。 

 

２．異動の方法 

当社グループが保有する FST 株式（議決権比率 43.2％）のうち、5.2％相当を台湾証券市場にお

いて順次売却し、売却完了後の当社グループの議決権比率を 38.0％とする予定です。なお、売却

完了後も当社グループは議決権比率 38.0％を維持し、引き続き FST との良好な協力関係を継続し

てまいります。 

 

３．異動する子会社（FST）の概要（2025 年 12 月末現在） 

(1) 名称 FORMOSA SUMCO TECHNOLOGY CORPORATION 

(2) 所在地 8F, A1 Building, No. 380, Sec. 6, Nanjing E. Rd., Neihu 

Dist., Taipei, Taiwan, the Republic of China 

(3) 代表者の役職・氏名 董事長 郭 文筆 

(4) 事業内容 半導体用シリコンウェーハの製造・販売 

(5) 資本金 3,878 百万 NT$ 

(6) 設立年月日 1995 年 11 月 21 日 



 

(7) 大株主及び持株比率  

SUMCO TECHXIV 株式会社※ 

台湾塑膠工業股份有限公司 

亜太投資股份有限公司 

持株比率 

43.2％ 

29.1％ 

8.9％ 

 ※SUMCO TECHXIV 株式会社は当社の 100％子会社であります 

(8) 当社と当該会社との間

の関係 

資本関係 当社グループ出資比率 43.2％の連結子会社 

人的関係 当社取締役２名が当該会社の董事を兼務し、当社

従業員１名が当該会社の董事を兼務しております 

取引関係 当社及び SUMCO TECHXIV 株式会社は、当該会社に

契約に基づく技術援助を行っており、また、当該会

社との間で、一部の製品を相互に売買しています 

(9) 当該会社の最近３年間の経営成績及び財政状態 

決算期 2022 年 12 月期 2023 年 12 月期 2024 年 12 月期 

純資産（百万 NT$） 24,832 25,448 24,805 

総資産（百万 NT$） 36,012 49,153 53,501 

売上高（百万 NT$） 16,392 14,876 12,421 

営業利益（百万 NT$） 5,150 4,072 1,575 

経常利益（百万 NT$） 5,990 4,300 1,620 

当期純利益（百万 NT$） 4,821 3,458 1,299 

１株当たり配当金（NT$） 7.3 5.0 1.8 

 

 

４．持分法適用関連会社への異動時期 

本異動の時期は、当社グループが保有する FST 株式の売却が完了し、同社が当社の持分法適用関

連会社に該当することとなった時点を予定しております。 

なお、現時点においては売却完了時期が未定であるため、異動の時期も未定でありますが、今後、

確定次第、速やかにお知らせいたします。 

 

 

５．今後の見通し 

 本件が 2026 年 12 月期連結業績に与える影響につきましては現時点で未定です。今後、開示すべ

き事項が生じた場合には、速やかに開示いたします。 

 

 
以 上 

 


